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我が国の農林水産統計は、歴史的経緯により、数多くの統計調査が実施されてきた。その代表

的にはものとして、基幹統計である農林業センサスと農業経営統計調査があげられる。カレント

の農林水産業の統計調査については、寄附講座「農林水産統計デジタルアーカイブ講座」の設置

により、農林水産統計の高度利用にかかわるプロジェクト研究を進めてきており、具体的には、

第一に、農林業センサスにおける調査客体の複数時点のリンケージの可能性の検討、第二に、農

林業センサスと省内他統計調査とのリンケージの可能性の検討、そして第三として、農林業セン

サスと他府省統計調査とのリンケージの可能性の検討を行っている。第一の検討課題には、農家

調査と林家調査の横断面のリンケージによる農家林家としての新たな統計の作成も含まれるが、

複数時点のリンケージという点では、現在、農林業センサス、農業経営統計調査（営農類型別経

営統計、農畜産物生産費統計）、集落営農関連調査のパネルデータ化を行っており、一部で構築し

たデータセットを用いた実証研究も行われ、構築段階から政策評価を含めた実証研究のフェーズ

に入ってきている。 

農林業センサスは、1950年に第 1 回目の調査が実施されて以来、5 年ごとに 2月 1 日現在で

実施されている周期調査であり、現在、2020年に向けた検討が行われている。調査客体は 1950

年の 618万客体（総農家数）を最高に減少傾向にあるが、直近の 2015年農林業センサスでも 216

万客体（同）が調査対象となっている。農林業センサスは開始当初は農業事業体概念を導入し、

2005 年からは農林業経営体として再編されてきているが、農林業にかかわる生産活動を行う主

体を網羅する形で調査が行われてきた。また、農業生産は土地を根源的生産要素とし、それは生

産主体の移動可能性を制約することになるため、理論上は高い精度で個体間のデータリンケージ

が可能となっており、現在、1995年から 2015年までの 5時点、20年間のパネルデータの構築

を行っている。また、農業経営統計調査は、農林業センサスをフレームとする標本調査であるが、

前身の農家経済調査から考えれば、100年を超える伝統を持つ。1995年より農家から農業経営に

調査の重点をシフトさせ、平成 16 年改正により、営農類型別経営統計を主な柱とした調査体系

に整備され、現在に至る。現在、平成 16年から平成 26年までのリンケージを終え、11期の長期

パネルデータの構築を行っている。本報告では、以上のような農林水産統計の公的ミクロデータ

の高度利用の検討結果について述べる。 
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